
証券コード　9444
2022年７月13日

株 主 各 位
名古屋市中区栄三丁目４番 2 1号

株式会社トーシンホールディングス

代表取締役社長 加 藤 悦 生

１．日 時 2022年７月28日(木曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市中区栄三丁目29番１号 名古屋パルコ西館９階

名古屋クレストンホテル　ザ・バンケット
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。 )

お土産の配布を取り止めさせていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第36期（2021年５月１日から2022年４月30日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第36期（2021年５月１日から2022年４月30日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 　定款一部変更の件
第２号議案
第３号議案

　取締役６名選任の件
　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

     

第36期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第36期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申し上げます。
　なお、株主様には、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、株主総
会当日のご来場はお控えいただき、可能な限り書面による議決権の事前行使をお
願い申し上げます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封
の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年７月27日（水
曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
https://www.toshin-group.com）において、修正後の事項を掲載させていただき
ます。
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〈出席のご検討について〉

・本株主総会につきましては、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場を極力お

控えいただき、書面による議決権の事前行使をお願い申し上げます。

〈ご来場される株主さまへのお願い〉

・ご自身の体調をご確認のうえ、マスクを着用いただきますようお願い申し上げます。

・入場受付の前にアルコール消毒液による消毒及び検温をさせていただきますので、ご協力いた

だきますようお願い申し上げます。

・37.5度以上の発熱が確認された方、体調不良と思われる方は、入場をお断りする場合がござい

ます。また、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる座席に限りがご

ざいます。当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございますので、予めご了承くださ

いますようお願い申し上げます。

〈当社の対応について〉

・株主総会に出席する役員及び運営スタッフは、マスク着用で対応をさせていただきます。

・株主総会の議事は、昨年同様時間を短縮して行うことを検討しております。

－ 2 －



（ 2021年５月１日から
2022年４月30日まで ）

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、長期化する新型コロナウイルス
感染症（以下「コロナ」という。）拡大の影響を受けて、雇用情勢や個人
消費の減退が進み、企業収益を合わせて厳しい状況が続いております。コ
ロナ新規感染者数は2021年８月をピークに一時収まったかのように見えま
したが、2022年１月以降再拡大し、広範囲に適用されたまん延防止等重点
措置の下で経済活動は大きく制限を受け、先行きが不透明な状況は現在も
続いております。このような経済状況の中、当社グループは、携帯ショッ
プにおける新しい通信規格「５Ｇ」対応機種の販売促進、テナントビル及
びマンションの稼働率の強化、ゴルフ場及びゴルフ練習場での利用満足度
の向上に努めてまいりました。
　当連結会計年度の連結経営成績は、売上高180億30百万円（前期比
14.1％減）、営業利益５億95百万円（前期比0.5％増）、経常利益５億56
百万円（前期比3.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益３億15百万
円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失３億45百万円）となりまし
た。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

移動体通信関連事業
　携帯電話業界におきましては、５Ｇ（第５世代移動通信システム）の拡
充や新料金プラン、オンライン専用プランのサービス提供が開始されるな
ど、引き続き通信事業者間の価格競争が激しくなっており、それに伴う販
売代理店の競争環境にも大きな変化が起こっております。
　このような環境の中、当社グループは、各通信事業者の方針に基づき、
コロナ感染予防の措置を講じつつ、生活に欠かせない重要なインフラ拠点
として、営業を続けました。「５Ｇ」対応スマートフォンの販売、並びに
光回線、電気、ガス、キャッシュレス決済、各種コンテンツなど多様なサ
ービスの提供に注力しました。
　収益性の高い店舗網を拡大するため、新店出店や店舗整備を行いまし
た。また、外販及び店舗でのイベント開催に注力し、店舗近隣への営業活
動による集客増加に努めました。
　当連結会計年度における売上高は157億４百万円、セグメント利益は３
億94百万円となりました。
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区分 売上高 構成比

移 動 体 通 信 関 連 事 業 15,704,372千円 87.1％

不 動 産 事 業 710,615千円 3.9％

リ ゾ ー ト 事 業 1,568,180千円 8.7％

そ の 他 47,016千円 0.3％

合 計 18,030,184千円 100.0％

不動産事業

　不動産事業におきましては、市場は底堅く推移しており、需要は概ね堅

調に推移しております。当社グループにおきましては、入居者の快適な暮

らしを最優先に心掛け、管理物件の定期清掃やメンテナンスを強化して、

入居率の維持・向上に努めました。またテナントビル及びマンションの入

居率を高めるとともに市場の変化を敏感に読み取りながら、新規マンショ

ン等の建設計画を進めております。

　当連結会計年度における売上高は７億10百万円、セグメント利益は３億

７百万円となりました。

リゾート事業

　リゾート事業におきましては、ゴルフが比較的コロナウイルス感染リス

クの低いスポーツとして認知が向上したことにより、ゴルフ場来場者数は

順調に推移しました。しかしながら、ゴルフコンペの需要の減少により引

き続きコロナウイルス感染症の影響が懸念されます。

　このような環境の中、グリーンやバンカーの改修工事、また施設及び設

備の改修工事などを実施いたしました。シーズンを通して良いコンディシ

ョンでプレーして頂けるように、ゴルファーの快適なプレー環境をサポー

トすることに努めました。

　当連結会計年度における売上高は15億68百万円、セグメント利益は99百

万円となりました。

その他

　飲料水の販売やゴルフレッスン施設「ゴルフリークス」の運営、太陽光

発電事業、ふるさと納税における返礼品の提供を行っております。

セグメント売上高

－ 4 －



　　　・移動体通信関連事業

　　　・不動産事業

　　　・リゾート事業

SoftBankショップ名古屋サンロード（名古屋市中

区）の新規出店費用

マンション建設予定地の購入（名古屋市熱田区）

電磁誘導カートの導入（三重県津市）

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、12億69

百万円で、その主なものは次のとおりであります。

　　③　資金調達の状況

　当連結会計年度は、自己資金及び金融機関からの借入金により所要資金

を賄いました。

区 分
第 33 期

2019年４月期
第 34 期

2020年４月期
第 35 期

2021年４月期

第 36 期
(当連結会計年度)

2022年４月期

売 上 高(千円) 24,363,066 21,325,991 20,979,215 18,030,184

経 常 利 益(千円) 302,817 201,459 537,404 556,049

親会社株主に帰属
する当期純利益又
は当期純損失(△)

(千円) 132,070 187,372 △345,826 315,203

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
( △ )

20円67銭 29円22銭 △53円90銭 48円74銭

総 資 産(千円) 19,787,460 21,805,880 23,602,331 23,527,331

純 資 産(千円) 3,478,110 3,499,557 3,035,253 3,187,590

１株当たり純資産額 529円56銭 538円74銭 464円94銭 491円68銭

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式総数に基づき、１

株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、１株当たり当

期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額の算出については、自己株式

を控除して算出しております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％

トーシンリゾート株式会社 100,000 100  ゴルフ場の運営管理

トーシンコーポレーション株式会社 10,000 90  不動産関連事業

株 式 会 社 ト ー シ ン モ バ イ ル 10,000 100  移動体通信関連事業

株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部 10,000
100

(100)
 ゴルフ場の運営管理

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

  　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(注）「当社の議決権比率」の欄の（ ）内は間接所有割合を内書きで記載しております。

(4) 対処すべき課題

　新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響などにより、先行き

不透明な状況ではあります。厳しい環境下ではありますが、当社グループを

取り巻く事業環境の変化に柔軟に対応し、企業価値及び業績のさらなる向上

を目指し、お客様、取引先及び従業員の安全を最優先に考え、関係機関と連

携しながら様々な取り組みを実施してまいります。

①　移動体通信関連事業においては、収益性の高い店舗網を拡大するため、

店舗改装や集客力のある好立地への店舗移転については、市場動向を見極

めつつ、販売予測、投資採算性等を慎重に検討し決定してまいります。

また、店舗における生産性を高めるため、店舗オペレーションの改善やお

客様の待ち時間の短縮化、独自イベントの開催等、お客様満足度を向上さ

せるとともに、お客様との継続的な関係強化に取り組んでまいります。

②　不動産事業におきましては、賃貸ビル及び賃貸マンションの効率運営に

より、安定した収益確保を目指してまいります。

③　ゴルフ場及びゴルフ練習場の運営管理等のリゾート事業におきまして

は、複数のゴルフ場及びゴルフ練習場をオペレーションすることで、ノウ

ハウの蓄積に努めております。集客力の向上や運営の効率化を図る体制を

整え、経営効率を高めるとともに施設整備を行い、魅力的なサービスを提

供し、売上・利益の拡大を図ってまいります。

④　人材の確保・開発につきましては、新卒採用のほか、キャリア採用によ

る即戦力補充に努めております。企業の持続的な成長・発展を実現するた

めには従業員一人ひとりが向上心を持って持続的に成長していくことも重

要と考えておりますので、多様な働き手を支援する環境を整備してまいり

ます。また、当社グループでは実力主義に基づく評価制度の浸透で、活力

ある企業集団づくりを目指しております。
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⑤　新型コロナウイルス感染症に関する情報収集及び対応を行い、その影響

の最小化に努めてまいります。

(5) 主要な事業内容（2022年４月30日現在）

　当社グループは、移動体通信機器の販売を主たる業務とする移動体通信関

連事業、賃貸ビル・賃貸マンションの不動産賃貸を主たる業務とする不動産

事業、ゴルフ場・ゴルフ練習場の運営を主たる業務とするリゾート事業を展

開しております。

本社 名古屋市中区

(6) 主要な事業所（2022年４月30日現在）

　  当社の主要な事業所

子会社　４社

　株式会社トーシンモバイル

　　　　　　　名古屋市中区

　営業店舗

［ソフトバンクショップ　　32店舗（直営店10店舗　代理店22店舗）］

愛知県　17店、静岡県　９店、岐阜県　４店、三重県　２店

［auショップ　　　　　　　25店舗（直営店11店舗　代理店14店舗）］

愛知県　16店、静岡県　３店、岐阜県　３店、

長野県　１店、三重県　２店

［ワイモバイルショップ　　２店舗（代理店２店舗）］

愛知県　１店、静岡県　１店

［ＵＱスポット        　　２店舗（直営店１店舗　代理店１店舗）］

愛知県　２店

トーシンリゾート株式会社

　　　　　　名古屋市中区

［ゴルフ場　　３コース］

岐阜県加茂郡富加町　　TOSHIN Golf Club Central Course

岐阜県関市武芸川町　　TOSHIN さくら Hills Golf Club

三重県津市美里町　　　TOSHIN Princeville Golf Course

       [ゴルフ練習場]

愛知県春日井市出川町　リバーデールゴルフクラブ

トーシンコーポレーション株式会社

　　　　　　名古屋市中区

株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部

　　　　　　愛知県田原市
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事業部門 従業員数 前連結会計年度末比増減

移 動 体 通 信 関 連 事 業 68名 17名減

リ ゾ ー ト 事 業 54名 12名増

不 動 産 事 業 4名 1名増

そ の 他 3名 －

本 社 27名 2名減

合計 156名 8名減

　(7) 従業員の状況（2022年４月30日現在）

（注）従業員数にはパートタイマー、契約社員、派遣社員は含まれておりません。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 4,906百万円

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 1,614

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,481

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,069

株 式 会 社 十 六 銀 行 795

　(8) 主要な借入先の状況 （2022年４月30日現在）
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①　発行可能株式総数 25,500,000株

②　発行済株式の総数 6,536,800株

③　株主数 10,139名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ジ ェ ッ ト 2,172,400株 33.60％

石 田 信 文 378,000 5.85

石 　 田 　 ゆ か り 300,000 4.64

山 田 正 義 270,000 4.18

ト ー シ ン グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 195,489 3.02

ソ フ ト バ ン ク 株 式 会 社 144,000 2.20

山 田 月 子 80,000 1.24

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 72,500 1.12

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 72,000 1.11

中 根 秀 平 43,840 0.68

２．会社の現況

　(1) 株式の状況（2022年４月30日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式70,621株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式（70,621株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

  該当事項はありません。

⑥　その他株式に関する重要な事項

  該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 加 藤 悦 生
株式会社日本アドシステム　代表取締役

一般社団法人まちの活力創生協会　代表理事

取 締 役 石 　 田 　 ゆ か り 管 理 部 長

取 締 役 中 根 秀 平

営 業 部 統 括 部 長 兼 営 業 企 画 部 長

トーシンリゾート株式会社　取締役社長

トーシンコーポレーション株式会社  取締役

株 式 会 社 ト ー シ ン モ バ イ ル 　 取 締 役

株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部　取締役社長

取 締 役
旭 萌 々 子
(戸籍上氏名 田中萌々子)

社長室長兼管理部長（総務人事担当)

ト ー シ ン リ ゾ ー ト 株 式 会 社 　 取 締 役

トーシンコーポレーション株式会社　取締役

株 式 会 社 ト ー シ ン モ バ イ ル 　 取 締 役

株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部　取締役

取 締 役 由 比 藤 一 真

管 理 部 長 （ 経 理 財 務 担 当 ）

トーシンリゾート株式会社　監査役

株 式 会 社 ト ー シ ン モ バ イ ル 　 監 査 役

トーシンコーポレーション株式会社  監査役

株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部　監査役

取 締 役 森 な る み
 営業部長（移動体通信関連事業担当）

 株 式 会 社 ト ー シ ン モ バ イ ル 　 取 締 役

取 締 役 阿 曽 克 彦

監 査 役
（ 常 　  勤 ）

阿 部 満

監 査 役 鈴 木 真 司 鈴 木 真 司 法 律 事 務 所 　 所 長

監 査 役 小 林 修 一 コ バ ヤ シ ア ー キ テ ッ ク 　 代 表

監 査 役 深 谷 隆 雄
浅 野 高 嗣 税 理 士 事 務 所

税 務 会 計 事 業 部  部 長

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2022年４月30日現在）

（注）１．取締役阿曽克彦氏は、社外取締役であります。

２．取締役阿曽克彦氏、監査役鈴木真司氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。

　　　３．監査役阿部満氏、鈴木真司氏、小林修一氏、深谷隆雄氏は、社外監査役であります。
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②　取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　役員報酬額は役位、在職期間における実績、社内バランス、会社の業績等を総合

的に勘案し、合理的に決定しております。

　当社は、2021年3月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内

容にかかる決定方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取

締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の

内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うもの

であると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

１．基本方針

　1）当社の取締役の報酬は、優秀な人材の確保と維持、業績向上のインセンティブ

の観点から、それぞれの職責に見合った報酬の体系、水準としております。

　2）報酬の体系、水準については、経営機能の変化、他社の水準等の外部データ等

を勘案し、その妥当性を常に検証します。

　3）業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬と、会社業績に応じて変

動する業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等で構成しております。

　4）なお、社外取締役の報酬については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支給す

るものとしております。

２．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役職、職責、在任年数に応じて

他社水準、当社業績、従業員給与の水準等を考慮しながら、総合的に勘案して決定し

しております。

３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に

関する方針

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業績指標

である営業利益を反映した現金報酬とし、中長期計画の達成度、当社グループの経営

状況等当社が目標とする一定の水準が達成された場合に、賞与として一定の時期に支

給するものとしております。

　非金銭報酬等は、中長期的な企業価値向上に向けた取組や株主の皆様との一層の価

値共有を促進することを目的として、ストックオプションを採用し、中長期計画の達

成度、当社グループの経営状況等当社が目標とする一定の水準が達成された場合に支

給するものとしております。

４．基本報酬の額、業績連動報酬等または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬

等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連す

る業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、役位別に決定す

るものとしております。
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役 員 区 分
報酬等の
総 額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基 本 報 酬

業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

159
(1)

159
(1)

－
(－)

－
(－)

7
(1)

監 査 役
（うち社外監査役）

3
(2)

3
(2)

－
(－)

－
(－)

5
(4)

合 計
（うち社外役員）

162
(3)

162
(3)

－
(－)

－
(－)

12
(5)

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内

容の決定について委任を受けるものする。その権限の内容は、定款または株主総会で

決議された取締役報酬限度額の範囲内において各取締役の基本報酬の額及び賞与額

の決定とする。なお、ストックオプションについては、基本報酬月額及び株式公正価

値をもとに、取締役会で取締役個人別の割当数を決定するものとしております。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、1996年２月28日開催の定時株主総会において年額400百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株

主総会終結時点の取締役員数は12名です。

３．監査役の報酬限度額は、1996年２月28日開催の定時株主総会において年額40百万円以

内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名で

す。。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

１.監査役鈴木真司氏は、鈴木真司法律事務所の所長であります。兼職先と当社との

間には、特別な関係はありません。

２.監査役小林修一氏は、コバヤシアーキテックの代表であります。兼職先と当社と

の間には、特別な関係はありません。

３.監査役深谷隆雄氏は、浅野高嗣税理士事務所税務会計事業部の部長であります。

兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。
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取締役会（13回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 阿 曽 克 彦 11回 84.6％ - -

監 査 役 阿 部 満 10回 100％ 9回 100％

監 査 役 鈴 木 真 司 13回 100％ 12回 100％

監 査 役 小 林 修 一 13回 100％ 12回 100％

監 査 役 深 谷 隆 雄 13回 100％ 12回 100％

ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

（注）監査役阿部満氏は、2021年7月29日開催の第35期定時株主総会において監査役に

選任されたため、取締役会及び監査役会の開催回数が他の社外監査役とは異なりま

す。

・取締役会及び監査役会における発言状況及び社外取締役に期待される

役割に関して行った職務の概要

　　取締役阿曽克彦氏は、主に企業経営の豊富な経験と実績、見識から発言を行って

おります。企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識に基づき、経営の監督と経

営全般への助言など社外取締役に求められる役割・責務を果たしております。

　　監査役阿部満氏は、取締役会及び監査役会において、主に長年の金融機関及び不

動産業界で培われた豊富な経験と実績、見識から発言を行っております。

　　監査役鈴木真司氏は、取締役会及び監査役会において、主に弁護士としての専門

的見地から発言を行っております。

　監査役小林修一氏は、取締役会及び監査役会において、主に企業経営の経験と実

績、見識から発言を行っております。

　監査役深谷隆雄氏は、取締役会及び監査役会において、主に税務の専門的見地か

ら発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、責任

限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が

定める額としております。
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支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

24,000千円

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　監査法人東海会計社

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積も

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の決議を経たうえで会計監査人の解任又

は不再任を株主総会の付議議案とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人監査法人東海会計社は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令が定める額としております。

(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

　　①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会、各種会議の議事録等の文書及び電磁的記録は、関係規程並び

に法令に基づき、担当部署及び責任者を定め、適切に保存及び管理する。

　　②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　トーシン・リスク管理委員会を設置する。この委員会はリスク管理を統

　　　括する組織として、個々のリスク（経営戦略、業務運営、環境、災害等の

　　　リスク）の責任部署を定めるとともに、グループ全体のリスクを網羅的・

　　　総括的に管理する体制を確保する。

　　③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役及び監査役で構成する取締役会を毎月開催して、重要事項につい

て審議及び決定を行い、必要に応じ適宜開催する。
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④　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

　次のコンプライアンス体制を構築する。

　イ．当会社及びグループ各社は、取締役、使用人の企業倫理意識の向

上、法令遵守のため「トーシン行動指針」を定め、研修を実施し、実

効化する。

　ロ．当会社及びグループ各社における、法令遵守の観点から、これに反

する行為等を早期に発見し、是正するためグループ従業員を対象とし

た「内部通報制度」として「トーシン・アラーム」を設置する。

ハ．適時適正な情報開示を確保するため、責任部署を定めて財務報告の

正確性と信頼性の確保に取り組むほか、資金の流れや管理の体制を文

書化する。

⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　グループ共通の基本理念と基本方針を制定し、関係会社管理規程を設定

する。内部監査室による継続的な業務の適正性及び運営状況を実地監査す

る。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

　監査室を設置して、監査役の要請があった場合は職務を補助するスタッ

フを配置する。監査役スタッフの人事評価及び任命は監査役会が行い、人

事異動については常勤監査役の同意を得る。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告する体制その他の監査役への報告に関

する体制

　イ．会社及びグループ各社の業務・財務に重大な影響、損害を及ぼすお

それがある事実を発見したときは、当該事実に関する事項。

　ロ．会社及びグループ各社の役職員が法令又は定款に違反する行為を

し、又は、これらの行為を行うおそれがあると考えられるときは、そ

の旨。

　ハ．監査役（会）から業務執行に関する事項の報告を求められた取締役

及び使用人は、速やかに当該事項につき報告を行う。
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⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　イ．代表取締役社長直属の組織として内部監査室を設置し、監査役と緊

密な連携を保ち、監査役に対し内部監査結果の報告を行う。

　ロ．代表取締役社長及び取締役との定期的会合を開催し情報交換を行

う。

　ハ．取締役は、監査役による重要な会議への出席及び重要文書の閲覧､ 

子会社の実地監査等の監査活動に積極的に協力する。

　　⑨　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　取締役及び使用人が遵守すべき行動指針において、企業倫理を十分に認

識し、社会人としての良識と責任をもって、業務を誠実かつ公正に遂行す

ることを表明しており、反社会的勢力や団体との関係は一切遮断し、不当

要求に対しても毅然とした対応で臨み拒絶する。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

    当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づ

　いて、体制の整備とその適切な運用に努めております。

　①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　取締役会、各種会議の議事録等の文書及び電磁的記録は、関係規程並び

に法令に基づき、管理部総務人事課を主管部署とし、取締役管理部部長を

責任者として適切に保管管理しております。

　②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　代表取締役社長を議長として、トーシン・リスク管理委員会を開催し、

緊急事態による発生被害の未然防止及び緊急時に迅速な対策を決定できる

体制を構築しております。

　③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、月１回の定時取締役会及び臨時取締役会を含め年13回開催

し、法令及び定款等に定められた事項や重要事項等について法令及び定款

等への適合性並びに業務の適正性の観点から審議を行い、迅速的に意思決

定を行っております。

④　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

　「トーシン行動指針」に基づき取締役、使用人の企業倫理意識の向上、

法令遵守のため社内研修を実施し、「内部通報制度」である「トーシン・

アラーム」により内部通報内容の概要が代表取締役社長及び各取締役に報

告されております。
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⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　当社グループにおいて内部監査室による定期的な監査を実施しており、

適時重要事項の報告を求め、重要性の高い項目については当社取締役会へ

の報告を行い子会社を含めた業務実態把握を行っております。

⑥　取締役及び使用人が監査役に報告する体制その他の監査役への報告に関

する体制

　　　取締役及び使用人は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのあ

る事態を発見した場合は、報告を受けた部門及び内部監査室が速やかに監

査役に報告する体制をとっております。

　⑦　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　　監査役は、内部監査室及び会計監査人と連携し、効率的に監査を実施す

るとともに、年２回会計監査人との意見交換会を行い、監査内容の充実を

図っております。

　　⑧　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　　　管理本部総務人事課において新規取引先と取引を行う際は業務フローを

基にチェックを行い、反社会的勢力であるか否かの調査を行っておりま

す。また、反社会的勢力による不当要求の徹底的な排除のため、リスク管

理委員会が主体となって警察への通報、顧問弁護士への相談を実施するな

ど、外部専門機関との連携を行っております。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社の利益配分につきましては、経営の重要政策の一つと認識しており、

将来にわたる安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内

部留保金を確保しつつ、株主の皆様に安定的に利益還元を行うことを基本方

針としております。

　この方針のもと、当事業年度の期末配当金につきましては、業績及び今後

の経営環境や業績見通しなどを総合的に勘案いたしまして、１株当たり10円

の配当とさせていただきました。年間では、すでに実施済みの中間配当金１

株当たり12円とあわせまして、年間配当金は１株当たり22円となります。
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（2022年４月30日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産
　

5,824,048

2,734,978

2,681,904

276,750

22,074

108,339

17,699,610

16,812,218

7,035,798

9,537,612

115,620

58,140

65,046

150,547

736,844

66,857

49,277

189,967

273,124

157,617

3,672
　

流 動 負 債 9,044,102

買 掛 金 1,905,743

短 期 借 入 金 4,300,000

1年内返済予定の長期借入金 1,074,701

1 年 内 償 還 予 定 社 債 200,000

未 払 金 473,032

リ ー ス 債 務 72,934

未 払 法 人 税 等 65,637

賞 与 引 当 金 45,362

そ の 他 906,691

固 定 負 債 11,295,637

社 債 500,000

長 期 借 入 金 9,061,401

リ ー ス 債 務 141,898

退 職 給 付 に 係 る 負 債 28,072

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 127,374

繰 延 税 金 負 債 466,120

資 産 除 去 債 務 23,344

デ リ バ テ ィ ブ 債 務 42,048

そ の 他 905,379

負 債 合 計 20,339,740

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,156,867

資 本 金 742,099

資 本 剰 余 金 880,617

利 益 剰 余 金 1,583,169

自 己 株 式 △49,019

その他の包括利益累計額 22,445

その他有価証券評価差額金 22,445

非 支 配 株 主 持 分 8,278

純 資 産 合 計 3,187,590

資 産 合 計 23,527,331 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,527,331

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 2021年５月１日から
2022年４月30日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 18,030,184

売 上 原 価 14,097,328

売 上 総 利 益 3,932,856

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,337,492

営 業 利 益 595,363

営 業 外 収 益 61,172

受 取 利 息 225

受 取 配 当 金 1,717

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 17,328

そ の 他 41,900

営 業 外 費 用 100,486

支 払 利 息 95,800

支 払 手 数 料 18

そ の 他 4,668

経 常 利 益 556,049

特 別 利 益 26,219

固 定 資 産 売 却 益 5,671

新 株 予 約 権 戻 入 益 20,548

特 別 損 失 131,004

固 定 資 産 除 却 損 131,004

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 451,264

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 85,305

法 人 税 等 調 整 額 50,513

法 人 税 等 合 計 135,818

当 期 純 利 益 315,445

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 241

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 315,203

連 結 損 益 計 算 書
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（ 2021年５月１日から
2022年４月30日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 742,099 880,617 1,410,234 △48,646 2,984,305

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △142,264 △142,264

親会社株主に帰属する当
期 純 利 益

315,203 315,203

自 己 株 式 の 処 分 △4 62 57

自 己 株 式 の 取 得 △435 △435

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 172,934 △372 172,562

当 期 末 残 高 742,099 880,617 1,583,169 △49,019 3,156,867

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 22,363 22,363 20,548 8,036 3,035,253

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △142,264

親会社株主に帰属する当
期 純 利 益

315,203

自 己 株 式 の 処 分 57

自 己 株 式 の 取 得 △435

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

81 81 △20,548 241 △20,224

当 期 変 動 額 合 計 81 81 △20,548 241 152,337

当 期 末 残 高 22,445 22,445 － 8,278 3,187,590

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　４社

・連結子会社の名称　トーシンリゾート株式会社

　　　　　　　　　　トーシンコーポレーション株式会社

　　　　　　　　　　株式会社トーシンモバイル

　　　　　　　　　　株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない関連会社（株式会社プラチナム）は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　決算日

　　トーシンコーポレーション株式会社　　　　10月31日　※

　　株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部　　10月31日　※

　　※連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

・市場価格のない株式等 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

　以外のもの 全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．棚卸資産

・商品

移動体通信機器 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

による方法）

その他の商品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げによる方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げによる方法）
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　　②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

ハ．リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資

産は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用 毎期均等償却をしております。

③　繰延資産の処理方法

　社債発行費について、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金支給に備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計上しております。

　　⑤　退職給付に係る会計処理方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥　重要な収益及び費用の計上基準

　当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における収益

を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

（移動体通信関連事業）

　主に顧客に対しスマートフォンの販売、ならびに通信事業者が提供する通信サービスの

利用契約の取次を行うことによる対価として通信事業者から手数料を収受しております。

　このような商品の販売またはサービスの提供については、顧客に商品を引き渡した時
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点、または代理店契約に基づく役務の提供が完了した時点で収益を認識しております。た

だし、当社及び連結子会社の代理店に対する商品の販売については、出荷時点で収益を認

識しております。

　なお、商品の販売時に顧客へのサービス等の還元が、取引価格を算定するうえで実質的

な値引となるものについては、収益から減額した純額を認識しております。

　また、商品販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについ

ては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控

除した純額を収益として認識しております。

（不動産事業）

　当社及び連結子会社の所有する賃貸不動産において、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号）に従い、賃借人である顧客との間に締結した賃貸借契約に基づ

き、賃貸借期間にわたって賃料を収受し、収益として認識しております。

（リゾート事業）

　約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交

換に収受する金額で収益を認識しております。

　ゲストフィー、キャディフィー、レストラン収入等は顧客がゴルフ場およびゴルフ練習

場、レストランを利用した時点で収益を認識しております。

　年会費は、会員のゴルフ場の施設利用機会の提供を履行義務として認識しており、当該

履行義務は時の経過につれて充足されるため期間案分により収益を認識しております。

⑦　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお､ 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利

ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等

を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変

動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 一部の金利スワップについては、特例処理によってい

るため、有効性の評価を省略しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。なお、資産に係る控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、その他資

産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外の

ものについては、発生年度に費用処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することといたしました。

　これにより、移動体通信事業に係る収益について、従来は顧客から受け取る対価の総額で収

益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代

理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で

収益を認識することとしております。また、携帯電話等端末販売時に係る顧客へのサービス等

の還元が、取引価格を算定するうえで実質的に値引と判断されるものについては、売上高から

減額する方法に変更いたしました。

　また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した

場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た

な会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連

結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契

約について、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当連結会計年度の売上高は4,615,642千円減少し、売上原価は同額減少しており

ますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。また、利益

剰余金の当期首残高への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める新

たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影

響はありません。
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当連結会計年度

有形固定資産
（主に不動産事業セグメントに属しております。）

16,812,218千円

無形固定資産
（主に不動産事業セグメントに属しております。）

150,547千円

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

（1）当連結会計年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位で減損の兆候を把握しております。

　減損の兆候とは、営業活動から生ずる損益等のマイナスが継続、経営環境の著しい悪

化、市場価額の著しい下落等が該当します。

　減損の兆候があると認められた場合、当該資産又は当該資産グループから得られる将来

キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたします。なお、回収可能価額は使用

価値又は正味売却価額のいずれか高い金額によって決定しております。

　また、当該見積りはこれまでの運営実績、将来の賃貸市場を考慮した事業計画等に基づ

きおこなっておりますが、不動産賃貸市況の変化により、前提条件や事業環境などに変化

が見られた場合には、将来において減損損失の認識が必要になる等、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。
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定期預金 180,000千円

建物 5,497,332千円

土地 7,053,380千円

計 12,730,713千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,831,489千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 6,536,800株 －株 －株 6,536,800株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 70,021株 690株 90株 70,621株

イ．2021年６月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 64,667千円

・１株当たり配当額 10円

・基準日 2021年４月30日

・効力発生日 2021年７月15日

ロ．2021年12月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 77,596千円

・１株当たり配当額 12円

・基準日 2021年10月31日

・効力発生日 2022年１月18日

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　上記の資産は、短期借入金1,594,673千円、１年内返済予定の長期借入金649,891千円、長

期借入金8,133,300千円の担保に供しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

　(2) 自己株式の数に関する事項

(注)１．自己株式の株式数の増加690株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　２．自己株式の株式数の減少90株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
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　2022年６月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 64,661千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 2022年４月30日

・効力発生日 2022年７月14日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

６．金融商品に関する注記

 （1）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用して

おります。また、資金調達については、主に銀行等金融機関からの借入により調達してお

ります。

　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関

して、当社グループは期日及び残高を管理しており、信用状況を把握する体制をとってお

ります。

　投資有価証券は、主に株式であり、定期的に時価の変動を把握しております。

　長期貸付金は、主に土地所有者への建物建設に伴う資金として、敷金保証金は出店に伴

うものであり。店舗建物所有者のリスクに晒されております。

　買掛金及び未払金については、ほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。借入金、

社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は運転資金及び設備投資資金

であります。

　デリバティブは借入金の変動金利リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行い

ません。なお、デリバティブは社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得

て行っております。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

投資有価証券

　その他有価証券 66,857 66,857 －

長期貸付金 49,277 52,652 3,375

社債（注１） (700,000) (695,430) △4,569

長期借入金（注２） (10,136,102) (10,132,169) △3,932

リース債務（注３） (214,832) (244,762) 29,930

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 66,857 － － 66,857

 （2）金融商品の時価等に関する事項

　　　2022年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら差額については、次のと
おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含
まれておりません。（(注)２.参照）

（単位：千円）

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）１年内償還予定の社債を含んでおります。
（注２）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（注３）１年内返済予定のリース債務を含んでおります。
　※金融商品の時価算定に関する事項
　・現金及び預金、売掛金、未収入金
　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいとみなしており、記載を省

略しております。
　・買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等
　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいとみなしており、記載を省

略しております。

 （3）金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する事項
　　　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
　　　レベル１の時価：
　　　観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場のおいて形成される当該時価

の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
　　　レベル２の時価：
　　　観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
　　　レベル３の時価：
　　　観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 52,652 － 52,652

社債 － 695,430 － 695,430

長期借入金 － 10,132,169 － 10,132,169

リース債務 － 244,762 － 244,762

移動体通信

関連事業

不動産

事業

リゾート

事業
計 その他 合計

一定時点で移転される財

一定期間にわたり移転される財

15,649,597

54,875

7,503

－

1,483,770

84,409

17,140,771

139,284

47,016

－

17,187,788

139,284

顧客との契約から生じる収益 15,704,372 7,503 1,568,180 17,280,056 47,016 17,327,073

その他の収益 － 703,111 － 703,111 － 703,111

外部顧客への売上高 15,704,372 710,615 1,568,180 17,983,168 47,016 18,030,184

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

　　　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　　　（投資有価証券）
　　　　上場株式を保有しており、上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は

活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
　　　（長期貸付金）
　　　　長期貸付金の時価は、その将来キャッシュ・フローと国債の利率（国債がマイナスの場

合は、割引率をゼロとしております。）等適切な指標に基づく利率を基に割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　　　（社債、長期借入金、リース債務）
　　　　社債、長期借入金、リース債務（いずれも１年内に返済又は償還するものを含む）の時

価は、元金利の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、現
在割引価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

　（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。
（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（４）会計方針に

関する事項⑥重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
　　　約束された対価は、履行義務の充足時点から概ね２ヶ月以内で支払いを受けており、対価

の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
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当連結会計年度

契約資産

　期首残高 －

　期末残高 －

契約負債

　期首残高 51,455

　期末残高 52,719

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の
時価当連結会計

年度期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

10,927,673千円 1,011,562千円 11,939,236千円 14,013,059千円

(1) １株当たり純資産額 491円68銭

(2) １株当たり当期純利益 48円74銭

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　①契約資産及び契約負債の残高等
　　　　契約資産及び契約負債の期首残高および期末残高は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 連結貸借対照表上、契約負債は流動負債の「その他」に計上しております。契約負債は主に連
結子会社が提供するサービスのうち、当連結会計年度末時点において、履行義務を充足していな
い残高であります。
　 当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、
51,455千円であります。
　　②残存履行義務に配分した取引価格
　　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は52,719千円であり、
当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年間で収益を認識する
ことを見込んでおります。

８．賃貸等不動産に関する注記

 （1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、愛知県において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸ビル及び賃貸マンショ

ンを有しております。2022年４月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は307,438

千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。

 （2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は名古屋市中川区八田町に建設していたマ

ンションの竣工による建物949,384千円であります。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額であります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 31 －



（2022年４月30日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 保 証 金

会 員 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

3,069,044

2,330,150

26,285

33,574

47

40,998

585,083

46,200

6,705

12,825,777

10,281,793

4,838,830

122,675

494

9,473

1,742

5,233,992

16,444

58,140

113,829

111,500

0

2,329

2,430,153

66,857

120,630

10

49,277

1,686,508

104,165

89,960

43,475

266,219

3,048

3,672

3,672
　

流 動 負 債 6,090,932

買 掛 金 13,866

短 期 借 入 金 4,250,000

１年内返済予定の長期借入金 793,533

１ 年 内 償 還 予 定 社 債 200,000

リ ー ス 債 務 11,847

未 払 金 728,149

未 払 法 人 税 等 488

預 り 金 10,460

前 受 金 50,258

賞 与 引 当 金 14,200

そ の 他 18,128

固 定 負 債 7,897,644

社 債 500,000

長 期 借 入 金 6,351,931

リ ー ス 債 務 6,563

資 産 除 去 債 務 18,066

退 職 給 付 引 当 金 6,267

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 127,374

受 入 敷 金 保 証 金 328,547

デ リ バ テ ィ ブ 債 務 42,048

そ の 他 516,846

負 債 合 計 13,988,577

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,887,471

資 本 金 742,099

資 本 剰 余 金 880,617

資 本 準 備 金 880,617

利 益 剰 余 金 313,773

利 益 準 備 金 54,942

別 途 積 立 金 195,000

繰 越 利 益 剰 余 金 63,831

自 己 株 式 △49,019

評 価 ・ 換 算 差 額 等 22,445

その他有価証券評価差額金 22,445

純 資 産 合 計 1,909,916

資 産 合 計 15,898,494 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,898,494

貸　借　対　照　表
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（ 2021年５月１日から
2022年４月30日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,306,541

売 上 原 価 25,831

売 上 総 利 益 1,280,709

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 946,996

営 業 利 益 333,713

営 業 外 収 益 87,896

受 取 利 息 30,564

受 取 配 当 金 1,717

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 17,328

そ の 他 38,285

営 業 外 費 用 83,092

支 払 利 息 73,937

社 債 利 息 4,786

そ の 他 4,367

経 常 利 益 338,517

特 別 利 益 26,219

投 資 有 価 証 券 売 却 益 5,671

新 株 予 約 権 戻 入 益 20,548

特 別 損 失 131,004

固 定 資 産 除 却 損 131,004

税 引 前 当 期 純 利 益 233,732

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 977

法 人 税 等 調 整 額 65,407

法 人 税 等 合 計 66,384

当 期 純 利 益 167,347

損　益　計　算　書
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（ 2021年５月１日から
2022年４月30日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資 本 剰 余 金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計特別償却準

備 金
別 途
積 立 金

繰越利益剰
余 金

当 期 首 残 高 742,099 880,617 880,617 54,942 － 195,000 38,753 288,695

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △142,264 △142,264

当 期 純 利 益 167,347 167,347

自 己 株 式 の 処 分 △4 △4

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 25,078 25,078

当 期 末 残 高 742,099 880,617 880,617 54,942 － 195,000 63,831 313,773

株主資本 評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △48,646 1,862,765 22,363 22,363 20,548 1,905,677

当 期 変 動 額

　 剰 余 金 の 配 当 △142,264 △142,264

　 当 期 純 利 益 167,347 167,347

自 己 株 式 の 処 分 62 57 57

自 己 株 式 の 取 得 △435 △435 △435

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

81 81 △20,548 △20,466

当 期 変 動 額 合 計 △372 24,705 81 81 △20,548 4,238

当 期 末 残 高 △49,019 1,887,471 22,445 22,445 － 1,909,916

株主資本等変動計算書
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①　有形固定資産

（リース資産を除く） 建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法）によっております。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 総平均法による原価法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

　以外のもの 全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）

　・市場価格のない株式等 総平均法による原価法

③　デリバティブ 時価法

④　棚卸資産

・商品

その他の商品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げによる方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げによる方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

④　長期前払費用 毎期均等償却をしております。

(3) 繰延資産の処理方法

　社債発行費について、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。
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③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額（期末自己都合退職金要支給

額の100％を計上する簡便法）に基づき計上しており

ます。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金支給に備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における収益を認識する通常の

時点は以下のとおりであります。

（不動産事業）

　　当社の所有する賃貸不動産において、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号）に従い、賃借人である顧客との間に締結した賃貸借契約に基づき、賃貸借期間に

わたって賃料を収受し、収益として認識しております。

（経営管理料、業務委託費）

　　子会社からの経営管理料、業務委託料においては、子会社への契約内容に応じた受託業

務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社の履行義務が充足され

ることから、当該時点で収益を認識しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお､ 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利

③　ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等

を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変

動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 一部の金利スワップについては、特例処理によってい

るため、有効性の評価を省略しております。

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。なお、資産に係る控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、長期前払

費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外

のものについては、発生年度に費用処理しておりま

す。
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当連結会計年度

有形固定資産
（主に不動産事業セグメントに属しております。）

10,281,793千円

無形固定資産
（主に不動産事業セグメントに属しております。）

113,829千円

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する

ことといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める新たな会

計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありま

せん。

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位で減損の兆候を把握しております。

　減損の兆候とは、営業活動から生ずる損益等のマイナスが継続、経営環境の著しい悪

化、市場価額の著しい下落等が該当します。

　減損の兆候があると認められた場合、当該資産又は当該資産グループから得られる将来

キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたします。なお、回収可能価額は使用

価値又は正味売却価額のいずれか高い金額によって決定しております。

　また、当該見積りはこれまでの運営実績、将来の賃貸市場を考慮した事業計画等に基づ

きおこなっておりますが、不動産賃貸市況の変化等により、前提条件や事業環境などに変

化が見られた場合には、将来において減損損失の認識が必要になる等、当社の業績に影響

を与える可能性があります。
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定期預金 25,000千円

建物 4,391,750千円

土地 3,652,594千円

計 8,069,344千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,426,851千円

トーシンリゾート株式会社

トーシンコーポレーション株式会社

株式会社トーシンモバイル

株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部

859,792千円

1,602,896千円

5,717千円

62,023千円

①　短期金銭債権 596,357千円

②　短期金銭債務 612,123千円

①　売上高 726,900千円

②　その他の営業取引高 1,028千円

③　営業取引以外の取引高 30,343千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 70,021株 690株 90株 70,621株

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　上記の他、関係会社の借入金に対して定期預金（155,000千円）を担保に供しておりま

す。

　上記の資産は、短期借入金1,594,673千円、１年内返済予定の長期借入金408,723千円、

長期借入金5,541,330千円の担保に供しております。

(3) 債務保証

関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

(注)１．自己株式の株式数の増加690株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　２．自己株式の株式数の減少90株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。
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　　繰延税金資産

　　　賞与引当金 4,345千円

　　　販売用不動産評価損 25,760千円

　　　ゴルフ会員権評価損 10,156千円

　　　資産除去債務 5,529千円

　　　退職給付引当金繰入超過額 1,918千円

　　　役員退職慰労引当金繰入超過額 38,981千円

　　　減価償却超過額 21,624千円

　　　投資有価証券評価損 472千円

　　　繰越欠損金 242,579千円

　　　その他 15千円

　　　繰延税金資産小計 351,381千円

　　　評価性引当額 72,847千円

　　繰延税金資産合計 278,534千円

　　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 9,896千円

　　　資産除去債務に対する除去費用 1,038千円

　　　その他 1,379千円

　　繰延税金負債合計 12,314千円

　　繰延税金資産の純額 266,219千円

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

(％)
関係内容 取引の内容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
(千円)

子会社

ト ー シ ン

リ ゾ ー ト

株 式 会 社

直接100.0

資 金 の 貸 付

経 営 管 理

商 品 販 売

役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付

資 金 の 返 済

受取利息

（注）１

経営指導

料の受取

（注）２

商 品 販 売

債務保証

（注）３

72,000

110,000

17,689

240,487

5,884

859,792

関 係 会 社

長期貸付金

未 収 入 金

売 掛 金

791,000

314,817

16,041

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．関連当事者との取引に関する注記

（１）子会社及び関連会社等
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属 性 会社等の名称
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

(％)
関係内容 取引の内容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
(千円)

子会社

ト ー シ ン

コーポレーション

株 式 会 社

直接90.0

資 金 の 貸 付

経 営 管 理

土 地 の 賃 貸

役 員 の 兼 任

資 金 の 返 済

受取利息

（注）１

経営指導

料の受取

（注）２

土地の賃

貸

（注）５

債務保証

（注）３

5,500

1,835

19,123

38,400

1,602,896

関 係 会 社

長期貸付金

未 収 入 金

181,270

149,465

子会社
株 式 会 社

トーシンモバイル
直接100.0

資 金 の 貸 付

経 営 管 理

役 員 の 兼 任

受取利息

（注）１

経営指導

料の受取

（注）２

債務保証

（注）３

債務被保

証

（注）４

10,818

423,005

5,717

426,669

関 係 会 社

長期貸付金

未 収 入 金

714,238

116,032

子会社

株 式 会 社

伊良湖シーサイド

ゴ ル フ 俱 楽 部

間接100.0 役 員 の 兼 任

債務被保

証

（注）４

62,023

(1) １株当たり純資産額 295円37銭

(2) １株当たり当期純利益 25円88銭

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており
　　ます。
２．経営指導料については、役務提供に対する費用等を勘案して合理的に価格を決定して
　　おります。

　　　３．金融機関からの借入等に対して保証したものであります。なお、保証料は受取ってお
りません。

　　　４．金融機関からの借入等に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行
っておりません。

　　　５．土地の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、合理的に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

１０．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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代 表 社 員
業務執行社員

公 認 会 計 士 棚 橋 　 泰 夫 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公 認 会 計 士 塚 本 　 憲 司 ㊞

独立監査人の監査報告書
2022年６月29日

株式会社トーシンホールディングス
取締役会　御中

監査法人東海会計社
愛知県名古屋市

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トーシンホールディング
スの2021年５月１日から2022年４月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、株式会社トーシンホールディングス及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載
内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識と
の間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

　以　上
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代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 棚 橋 　 泰 夫 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 塚 本 　 憲 司 ㊞

独立監査人の監査報告書
2022年６月29日

株式会社トーシンホールディングス
取締役会　御中

監査法人東海会計社
愛知県名古屋市

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トーシンホールデ
ィングスの2021年５月１日から2022年４月30日までの第36期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載
内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間
に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが認められている。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判
断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年５月１日から2022年４月30日までの第36期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎

通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の

適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項

及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役

及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

監査役会の監査報告
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監 査 役
（ 常 勤 ） 阿 部 満 ㊞

社 外 監 査 役 鈴 木 真 司 ㊞

社 外 監 査 役 小 林 修 一 ㊞

社 外 監 査 役 深 谷 隆 雄 ㊞

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。

　　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　　　2022年６月30日

　　　　　　　　株式会社トーシンホールディングス　監査役会

　

以　上
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株主総会参考書類

　　第１号議案　定款一部変更の件

　　１.提案の理由

　　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし

　　書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総

　　会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款を

　　変更するものであります。

　（１）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を

　　　　定款に定めることが義務付けられることから、変更案第17条（電子提供

　　　　措置等）第１項を新設するものであります。

　（２）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項

　　　　のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲

　　　　を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更

　　　　案第17条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

　（３）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第17条（株主

　　　　総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要とな

　　　　るため、これを削除するものであります。

　（４）上記の新設及び削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるもので

　　　　あります。

　　２．変更の内容

　　変更の内容は、次のとおりであります。
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現行定款 変更案

（株主総会参考書類等のインターネ

ット開示とみなし提供）

第17条 当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事業報

告、計算書類及び連結計算書類に記

載または表示すべき事項に係る情報

を、法務省令に定めるところに従い

インターネットを利用する方法で開

示することにより、株主に対して提

供したものとみなすことができる。

（新設）

（削除）

（電子提供措置等）

第17条 当会社は、株主総会の招集

に際し、株主総会参考書類等の内

容である情報について、電子提供

措置をとるものとする。

　 ２．当会社は、電子提供措置を

とる事項のうち法務省令で定める

ものの全部または一部について、

議決権の基準日までに書面の交付

を請求した株主に対して交付する

書面に記載することを要しないも

のとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（下線は変更部分を示します）
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現行定款 変更案

（新設）

（新設）

（附則）

第１条 変更前定款第17条の規定の

削除および変更後定款第17条の規

定の新設は、2022年９月１日から

効力を生ずるものとする。

　 ２．前項の規定にかかわらず、

2022年９月１日から６か月以内の

日を株主総会の日とする株主総会

については、変更前定款第17条

（株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供）は、な

お効力を有する。

　 ３．本条の規定は、2022年９月

１日から６か月を経過した日また

は前項の株主総会の日から３か月

を経過した日のいずれか遅い日後

にこれを削除する。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
か

加

 

　
とう

藤

 

　
よし

悦

 

　
お

生

(1957年３月11日)

1989年６月 株式会社日本アドシステム設立
代表取締役(現任)

1998年３月 株式会社名古屋リビングエージェ
ンシー設立　代表取締役

2016年２月 一般社団法人まちの活力創生協会
設立、代表理事就任(現任)

2019年７月 当社社外監査役
2021年７月　当社代表取締役社長（現任）

株

300

<重要な兼職の状況>
株式会社日本アドシステム 代表取締役
一 般 社 団 法 人 ま ち の 活 力 創 生 協 会  代 表 理 事

２

いし

石

 

　
だ

田

 

　

 

ゆ

 

か

 

り

(1962年４月25日)

1986年７月 有限会社石田興業設立、取締役
1988年４月 当社設立、取締役
2009年７月 当社常務取締役
2012年７月 当社取締役管理部長(現任)

300,000

３

あさひ

旭

 

　

 

　

 

　
も

萌
も

々
こ

子
(戸籍上氏名 田中萌々子)

(1982年６月16日)

2005年４月 当社入社
2013年11月 当社社長室長
2014年７月 当社取締役社長室長兼管理部長

(総務人事担当)(現任)

14,800<重要な兼職の状況>
　トーシンリゾート株式会社　取締役
　株式会社トーシンモバイル　取締役
　トーシンコーポレーション株式会社　取締役
　株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部　取締役

４
ゆ

由
い

比
とう

藤

 

　
かず

一

 

　
ま

真

(1990年５月９日)

2013年４月 当社入社

2018年８月 当社管理本部経理財務課次長

2019年７月 当社取締役管理部長(経理財務

担当)(現任)

3,300<重要な兼職の状況>

　トーシンリゾート株式会社　監査役

　トーシンコーポレーション株式会社　監査役

　株式会社トーシンモバイル　監査役

　株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部　監査役

　　第２号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（７名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては取締役会の機能の明確化を図るため取締役６名の選任をお願い
するものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

５

いし

石

 

　
だ

田

 

　
まさ

雅

 

　
ふみ

文

(1982年10月8日)

新任

2007年４月 トーシンリゾート株式会社入社

2012年３月 中京クライスラー株式会社入社

2018年５月 中京クライスラー株式会社

ジープ岐阜ストアマネージャー

2022年５月 当社入社

株

－

６

あ

阿

 

　
そ

曽

 

　
かつ

克

 

　
ひこ

彦

(1944年８月８日)

1969年７月 日本国有鉄道入社

1987年４月 東海旅客鉄道株式会社入社

1988年４月 ジェイアール東海バス株式会社

取締役

1991年４月 同社　常務取締役

1992年４月 株式会社東海デジタルホン　常務

取締役

1999年８月 株式会社ジェイフォン東海　常務

取締役

2001年７月 中部国際空港株式会社　取締役

2007年７月 名古屋ステーション開発株式会社　

代表取締役社長

2012年７月 ジェイアールセントラルビル株式

会社　常勤監査役

2013年６月 同社常勤監査役退任

2014年７月 当社社外取締役(現任)

－

（注）1.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.阿曽克彦氏は、社外取締役候補者であります。

3.阿曽克彦氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって８年となります。

4.当社は、阿曽克彦氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としておりま

す。同氏が再選され就任した場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定でありま

す。

5.当社は、阿曽克彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。なお、同氏が再選され就任した場合は、同氏を引き続き独立役員とする予定であり

ます。

6.阿曽克彦氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、同氏の経営者

としての豊富な経験と幅広い見識を活かして、当社経営に対し有益なご意見や率直なご

指摘をいただき、当社経営意思決定の健全性・透明性の向上に資することを期待してい

るためです。
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氏 名 略 歴

なか

中

 

　
ね

根

 

　
しゅう

秀

 

　
へい

平 2009年７月　当社取締役（現任)

もり

森

 

　

 

　

 

な

 

　

 

る

 

　

 

み 2021年７月　当社取締役（現任）

　　第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される中根秀平氏
及び森なるみ氏に対して、在任中の功労に報いるため、当社の定める一定
の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具
体的な金額、贈呈時期及び方法等については、取締役会にご一任いただき
たいと存じます。
　なお、当社の役員退職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき算定し支
給するものであるため、相当であると判断しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上
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交通のご案内

株主総会会場ご案内図

会場　名古屋市中区栄三丁目29番1号 名古屋パルコ西館９階

名古屋クレストンホテル ザ・バンケット

（052）684－8472

白川公園 矢
場
町
駅

栄
駅

三越

名古屋クレストンホテル

至 

名
古
屋
駅

伏
見
通

広小路通

広小路通

地下鉄東山線

至 千種

ナディアパーク

地
下
鉄
名
城
線

名
古
屋
高
速

名古屋高速

松坂屋

ラシック

■地下鉄名城線「矢場町駅」４番出口より徒歩２分


